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1 ．は じめ に

　 大学の 構造 改革が進 行 して い る。 1991 年の

大学設置基準改訂 の 中で 、 人事 の あ り方が言

及 され た の を受けて 、 1994 年に 「教員採用の

改善に つ い て」 に関す る大学審議会 の 答申が

な され 、 人事 の あ り方 も大 きな転換期を迎 え

た 。
1995 年 には 、 そ の 組織運 営部会にお い て

「大学教員の 任期制に つ い て 」 の 審議が なさ

れ 、任期制の 骨子 が提起 された。 1997 年 6

月 に は、任期制 を導入す る た め の 「大学 の 教

員等の任期に関す る法律」 （以下、任期制法）

が施行 され た 。 そ の 法制化 の 特徴は 、わ が 国

で 初め て の 非終身的雇用制度が導入 され た こ

とにある と同時に、大学 の 主体性に よる選 択

的任期制 にあ る。 こ の 選択 的任期制 の 「選 択

的」とは、上記 の 法律に規定 された任期制 の 3

タイプ の 選択ばか りで なく、任期制 を導入 す

る か否か 、導入 した場合 で も、そ の 職階、任

期、再任の 可否等 々 、多 くの 次元 にお い て 選

択的な意思決定がな され る点に ある。その た

め、現在の 任期制の 状況 は、実に多様 な形で

展 開 され て い る。今回 は特に任期制の 導入段

階に 焦点をお い て 、そ の 現状分析 を報 告 した

い 。

2 ．任期制 の 分析枠組 み

障が な され て きた反面、日本 の 流動性はわれ

われ の 分析 した カ
ー

ネギー国際調査か ら見て

も最低水準に あ っ た 。 海外にお い て は職階 ピ

ラ ミ ッ ド制、試補制度 、 ノ ン テ ニ
ュ ア 制、他

大学 へ の教授昇格 など 、 多様 な政策が導入 さ

れて い る。

　わ が国の 人 事政策の 背景には 、 各種の答 申

や大学改革 の動向か ら解釈 され る よ うに、流

動性 の 促進 に よ っ て 大学の 活性化 を め ざす政

策的意図 （図 1 を参照、流動性 一生産性仮説

と略称 ）が あ る 。 こ うした流動性一生産性仮

説を証 明す る こ とは 、 長期的な研 究成果 の 動

向 と評価 を前提 とす るた め 、 な か なか 困難で

ある。

図1．琉動性一生産恠仮説モデル

市場 ・組饑 ・研 究者の 活 性化

研究 の 質舶向上

　わ が国 の 大 学人事に おける特徴の 一
つ は、

日本的文化 を基盤 と し た 終 身雇用制に あ る 。

講師 とい う早期 の 職階か ら終身 雇用の 身分保

　本研究計画で は 、  文科省全国調査 デ
ー

タ

の 第二 次分析 、   ア ン ケー ト調査、  訪 問調

査 、  事例分析等、任期制 の 実態に関す る研
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究に焦点化 し、特に今回 の 発表におい て は 、

上記、  、   の 分析結果 を中心に、任期制導

入段階にお け るわ が国 の 選択的任期制 の 実情

と問題 点に っ い て整理 したい 。

3 ．任期制の 導入 ・適用状 況

　 1997年に任期制法が施行 され て か ら 、 任期

制を導入する大学と教員等 の 数は年 々 増加 し

て い る。任期制 を導入 して い る大学は 、
1998

年 10 月の 時点で は 、国立 が 14 大学 、 公 立 が

2 大学、私立 が 5 大 学の 計 21 大学で あ っ た
。

それが 2001 年 8 月 の 時点で は 、国立 55 大学、

公 立 11 大学 、 私 立 81 大学の 計 147 大学に ま

で 増加 し て い る （図 2 を参照）。そ の 伸び率は 、

実に 7．0 倍 で あ る。設置形 態別 にみ る と、国

立 で 3．9倍 、公 立 で 5．5 倍、私 立で 16．2 倍 と、

私立 の 増加 が 著しい
。

図2 ．任期 制を導入 してい る 大 学数の 変遷
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　で は、任期制 を導入 して い る大学は全体の

どの程度に あた る の で あろ うか 。 2001 年 8

月の 時点 で 、全大学 に 占め る任期制導入 大学

の 割合は 21．3％で ある （表 1 を参照）。設置

形態別 にみれ ば、国立 55．0％、公 立 14．9°

／。 、

私 立 15，5％であ り、国立 大学で かな り任期制

が普及 して い る こ とが うか が える。

表1、任期制を導入して い る大 学 の割 合

国 立 公 立 私立 計

実施大学 55 11 77 143
総数 100 74 497 671

％ 55．0％ 14．9％ 15．5旡 21．3％

　一方、任期制の 適用を受けて い る教員等 の

数は、1998 年 10 月 の 時点で は、国立 74 名、

公 立 8 名 、 私立 17 名の 計 99 名で あ っ た 。 そ

れ が 2001 年 8 月 の 時 点 では 、国立 1
，
666 名、

公立 169名 、私立 1
，
049 名の 計 2

，
884 名にま

で増加 して い る （図 3 を参照）。そ の 伸び率は 、

実に 29．1倍で ある。設 置形態別にみ る と、国

立で 22．5 倍、公 立で 21．1倍、私立 で 61．7 倍

と、教員等の 数にお い て も私立 の 増加 が著 し

い こ とがわ か る。

　 　 　 図 3．任 期 制 の適 用 を受 けている教 員数 の 変遷

　 3000

　 2500

　 2000

人 1500

　 1000

　 5001998

　　　　　　1999 　　　　　　2000　　　　　　！oel

　 　 　 　 　 年

覊

　で は、任期制 の 適用 を受 けて い る教員等 の

数は 全体 の どの 程度に あたる の であろ うか 。

2001 年 8 月時点で 、全教員に 占め る任期制 の

適用教員等の 割合は 1．9％で あ り、2％に も満

た ない （表 2 を参照）。設置形態別にみて も、

全 体的に低 い値 を示 して い る もの の 、や は り

国立 大学の 値は高く、国立 は私 立の 2倍以上

の 値 を示 して い る 。 しか し、任期制 を導入 し

て い る大学だけ を取 り上げてみ れ ば、全教員

に 占め る割合は 4．5％ である。 これ を設置形

態別 にみれ ば、国立 3．9％、公 立 7，6％、私立

5．5％ とな り、国立 の 値 が も っ とも低 くな る

（表 3 を参照）。

表2 ，任 期制 の 適 用 を受 けて い る教 員等 の 割 合

国立 公 立 私立 計

実施大学 1633 169 1040 2842
総 数 607031067780105151485

％ 2，7％ 1．6％ 1．3％ 1．9％

※表中に 示 す総数の 値 は、任期制 を導入 して い な い 大学 も含 む

全て の 大 学の 教 員 等 の 総数

表3 ，任期制の 適用を受けて い る教員等 の 割合

国立 公 立 私 立 計

実施 大 学 1633 169 1040 2842

総数 41992 22381902563255

％ 3．9％ 7．6％ 5．5％ 4．5％
※ 表 中に 示す 総 数の 値 は、任 期制 を導 入 して い る大学の 教員等

の 総数

　以 上み て きた よ うに、現在の と こ ろ 、 任期

制 は国立 大学主 導の も と に 行われ て い る と い

える。し か し、公 ・私 立大学 の 任期制導入 大

学に 占め る任期制適用教員の 割合 が、国立 大
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学 と比較 して高い こ とに鑑 みれ ば 、 国立 大学

で は 「広 く浅 く」 型の 、公
・私立大学で は 、

「狭く深 く」 型の 任期制を導入 し て い る とい

えるの で はない だろ うか。 こ の よ うに、設置

形態や組織 レ ベ ル 、専門分野等に よ っ て 、異

なる哲学、背景の もとに任期制が導入、適用

されて い るこ とは想像 に難 くな い
。 そこ で 、

以下で は、選択的任期制 の 多様性 と実態 に つ

い て 分析す る 。

4 ．「選択的」 任期制に つ い て の 分析

　 先述の とお り、現行の 任期制は 、教員人 事

に っ い て の 大学の 自主性を前提 と し た 「選択

的」 任期制で あ る。す なわ ち、任期制を導入

す るか否か に始ま る諸 々 の 選択 は各大学 の 自

治的な決定に任 され て い る。任期制 の 導入 を

決定 した大学は 、以下に挙げる項 目につ い て

選択的な意思決定を しなければ ならない 。

・任期制 の タイプ

・対象 となる教育研究組織

・対象 となる職

・任期

・再任に 関す る事項

　 こ れ ら の 項 目に対 し、各大学は どの よ うな

選択 を行 っ て い る の だろ うか
。 そ してそれ ら

の 選 択は どの よ うな哲学、背景に基づ い て い

る の で あろうか 。分析の 対象デー
タに よれ ば、

2001 年 8 月の 時点で 、任期制は 143 大学 、

352 部局で 導入 されて お り、その 適用 を受 け

て い る教員 は 2，842 名で ある。以下で は、そ

れぞ れ を 「大 学デー
タ 」、「部局デー

タ 」、「教

員デー
タ」 に加 工 し、分析の 過程で 適宜用い

る こ ととす る。

（1 ）任期制 の タイ プ

　各部局にお い て 適用 され るタイプ は 実に 多

様で あ り、
一

つ の タ イ プ の み を適用す る部局

もあれ ば、全て の タイプ を適用す る部局 も存

在す る （表 4 を参照）。し か し、もっ とも多 く

み られ る の は、流 動型 の み を適 用 し て い る 部

局で あ り （60．4％）、 研究助手型 の みを適用 し

て い る部局 が これ に続 く （23．5％）。 プ ロ ジ ェ

ク ト型を適用 して い る部局 は 34 部局 と、全

体の 1割に満たない
。 プ ロ ジ ェ ク ト型 に よ っ

て適用され て い る教員は 62名 （2．2％） の み

で あ る （表 5 を参照）。

表 4．設置形 態 × タイプ（部局デ
ー

タ） 括弧内 は％

国立 公 立 私立 合 計

流 動型 121（75、2） 10（62．5） 75（45，7） 206（60．4）
研究 助手型 24（14、9） 4（25．0） 52（31．7） 80（23．5）

ロジェ クト

　　 1」 5（3．1） 1（6，3） 16（9．8） 22（65）

流動 型 ＋ 研
究助手 型 9（5．6） 1（6．3） 11（6．7） 21（6．2）

流動 型 ＋

囗 ジェ クト型 1（0．6） 0（O．0） 2（1．2） 3（0，9）
研究助手型
十 プロ ジェ ク

　　ト刑 1（0．6） 0（0．0） 3（1．8） 4（12）

流動型 ＋ 研

究助手型＋

プロ ジ ェ クト

　　　型 0（O．0） 0（0．0） 5（3．0） 5（1．5）
合計 161（100ρ） 16（100、0＞ 164（100．0） 341（100．O）

表5 ．設置形態 x タイプ（教員データ） 括弧内は％

国立 公 立 私立 合計

流動型 1492 （91．4） 136（80．5） 566（54．4） 2194（77、2）
研 究助 手 型 128（7．8） 31（18．3） 427（41．1） 586（20．6）

ロ ジエ クト

　型 13（0．8） 2（1．2） 47（4．5） 62（2．2）

合計 1633（100．0） 169（100．0＞1040（100．0） 2842（100．0）

（2 ）対象 となる教育研究組織

　対象 とな る教育研究組織に つ い て、 こ こ で

は専門分野 と組織 レ ベ ル の 観点か らみ て い く。

　まず専門分野ご との 適用状況をみて い こ う

（表 6 を参照 ）。 も っ とも割合が高い の は、医

歯薬系で あ る （27．8％）。残 りの 分野に 関 して

はあま り差がみ られ ない が、若干 、人文 ・社

会科学系の 値が低い 。任期制 の 適用 を受け て

い る教員が多い の もや は り医歯薬系 で あ り、

その 数 1801 名 （63．4％）に の ぼる （表 7 参

照）。
一・

方、少ない の も人文 ・社会科学系で あ

り、それ ぞれ 186 名 （6．5％）、134 名 （4．7％）

で ある。

表6．設 置形 態 x 専 門分 野 （部 局デ
ー

タ） 括 弧 内 は％

国立 公 立 私立 合計

人 文科学系 12（7．2） 2（12．5） 38（224 ） 52（148）

社会科 学 系 13（7．8） 3（18．8） 40（23．5） 56（159）
自然科 学 系 48 （28．9） 2（12．5） 15（8．8） 65（185）
医歯薬 系 69（41．7） 3（18．8） 26（15．3） 98（278 ＞

複 合領 域 12（7．2） 5（31．1） 46（271 ） 63（179 ＞

その 他 12（7．2） 1（6．3＞ 5（2．9） 18（5 の

合 計 166（100．0） 16（100．0） 170 （1000 ） 352（1000 ）
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表7．設 置形 態 x 専門分野（教員デ
ー

タ）　 　 　　 括弧 内は ％

国 立 公 立 私立 合計

人文 科学 系 35（2．1） 11（6．5） 140（13．5） 186（6．5＞
社会科学系 30（1．8） 11（6．5） 93（8．9） 134（4．7
自然 科学 系 272（16．7） 37（21，9） 91 （8．8） 400（14，1
医歯 薬系 1208（74．0） 64（37，9） 529（50．8） 1801 （63．4

複合領域 68 （4．2＞ 45（26．6） 150（14．4） 263（9．3
その他 20（1．2） 1（0．6） 37（3．6） 58（2．0

合計 1633（100．O） 169（100．0） 1040（100．0）2842（100．0

　次 に、組織 レ ベ ル ごと の 適用 状況 をみ て い

こ う（表 8 を参照）。 も っ とも割合が高い の は、

学部 で あ り　（52．0％）、 研究所 （29．5％）、大

学院 （13．9°

／。）が こ れ に続 く。任期制 の 適用

を受けて い る教員 が多い の もや は り学部で あ

り、1739名 （61．1％）に の ぼる （表 9 参照）。

大学院、研究所、附属病院に あま り差はみ ら

れない 。ただ 、1 部局 で平 均す る と、学部で

9．5 人、大学院で 8．1 人 、 研 究所で 3．2 人、附

属病院で 26．4 人 とな り、任期制を導入 し て い

る附属病院で は 、他の組織 レ ベ ル に 比 し て 比

較的あつ く任期制 を適用 し て い る こ とが分か

る 。

表 8．設 置 形態 x 組織 レベ ル（部局 データ） 括弧 内は ％

国立 公 立 私立 合計

学部 38（22．9） 7（43．6） 138（81．2） 183（52，0）
大学 院 43（25．9） 1（6．3 5（2．9） 49（13．9）
研究所 71（42．86 （37．527 （15．9） 104（29．5）

附属病院 13（7．8 1（6．3 0（0，0） 14（4．0）
その他 1（0．6 1（6，3 0（0．0） 2（0．6）
合計 166（100．016 （100．0170 （100．0） 352（100．0）

括弧 内 は ％

階よ りも圧 倒的 に多い （表 11 を参照）。教授

に つ い て は 519名 （18．3％〉 と、助教授や講

師 よ りは比較的多 く任期制の 適用が な されて

い る 。

表 10 ．設置 形 態 x 対象職階（部局データ） 括弧内 は％

国立 公 立 私 立 合 計

教授 8（4．8） 1（6．2） 11（6．5） 20（5．7）
助教授 12（7．2） 1（6，2） 2（1．2） 15（4．3）
講師 1（0．6） 0（0．0） 9（5．3） 10（2．8）
助 手 75（45．2） 5（31，3） 72（42．3） 152（43．2）

助 手を含む 38（22．9） 3（18．8） 12（7．053 （15．O）
講師以 上 5（3．0） 4（25．0） 18qO ．6） 27（7．7）
全職階 27（16．3） 2（12．5） 46（27．1＞ 75 （21．3）
合計 166（100．0） 16（100．0） 1ア0（100．0） 352（100．0）

※ 「助手を含む」の カテ ゴリは、教授 ＋助教 授 ＋助手、教 授 ＋講 師 ＋

助手、助教 授 ＋講 師 ＋助 手、教授 ＋助手 、助教 授 ＋助手 、講 師＋助 手

の値 の 合計。「講 師 以上 」の カ テゴ リは 、教授 ＋助教授 ＋講師、教授
＋ 助教授、教授＋講師、助教授＋講師 の 値 の 合計。

表11 ．設置形態 x 対象職階（教員データ〉　　　　 括弧内は％

国 立　　　 公 立 私 立 合計

助 手 924（56．6＞　 　 40（23．7） フ18（69．0） 1682（59．1）
講 師 133（8．1）　 　 36（21．3） 140（13．5） 309（10．9
助教授 227（13．9）　 　 51（30，1） 54（5．2） 332（11．7
教 授 349（214 ）　 　 42（24．9） 128（12．3） 519（18．3
合計 1633 （100，0）　 169（100 ．0）1040（1GO．0）2842（100．0

表9 ．設置 形 態 × 組織レベ ル（教員データ）

国 立 公 立 私立 合計

学部 641（39．2） 137（81．0） 961（92，4） 1739（61．1）
大学 院 393（24．1） 1（0．6） 3（0，3） 397（14，0）
研 究 所 229（14、0） 29（17．2 フ6（7．3） 334（11．8）
附属病院 369（22、6） 1（0．60 （0．0370 （13．0
その 他 1（0，1） 1（0．60 （0．0 2（0．1
合計 1633 （100．0） 169（100．01040 （100．02842 （100．0

（3 ）対象 となる職

　各部局 にお い て任期制の 適用 され る職 階の

範囲は、実に 多様で あり、およそ考え られ う

る全て の 組み合わせ が存在する 俵 10 を参

照）。もっ とも多くみ られ る の は、助手 の み に

適用 して い る部局 であ り （43．2％）、全職階に

適用 して い る部局が これに 続 く （2L3 ％）。 教

員データで み て も、任期制 の 適用 を受け て い

る助手 は 1682 名 （59．1％）で あ り、他 の 職

（4 ）任期

　任期は、短 い もの に つ い て は 1 年、長 い も

の に つ い て は 10 年以上 の 任期 が設定 されて

い る もの も少 なくない （表 12 参照）。もっ とも

長 い 任期が付 されて い る の は東京工 業大学資

源科学研究所 （助教授、助手対象）の 12 年

で あ る。もっ とも多く設定され て い る年数は

5 年 （44．O％）で、これ に 3 年 （28．2％）が

続 く 。 なお 、本稿で 使用 して い るデー
タ が

2001 年 8 月 時点 の も の であ るた め、任期 1

年の 223 名、任期 2年 の 91名、計 314名に

つ い て は、少 なく とも既に任期を終 えて い る

計算になる 。

表 12、設置 形 態 x 任 期 （教員 データ）　　　　　　 括弧 内は ％

国 立 公 立 私立 合計

1年 40（2．4） 0（0．0） 183（17．6） 223（7．8）
2年 63（3．9） 0（0．0） 28（2，7） 91（3，2）
3年 143（8．8） 58（34．3） 600（57．7） 801（28．2）
4年 68（4．2） 0（0、0） 16（1．5） 84（3，0）
5年 926（56．7） 111（65．7） 213（20．5） 1250（44．0＞
6年 34（2．1） 0（O．0） 0（0．0） 34（1．2）
7年 167（10．2） 0（0．0） 0（0．0） 167（5．9）
8年 2（0．1） 0（0、O） 0（0．0） 2（0．1）
10 年 183（11．2） 0（0．0＞ 0（0．O） 183（6．4）
12年 7（0．4） 0（0．0） 0（0．0） 7（0．2）
合 計 1633 （1DO ．0） 169（100．0）1040（100．0）2842（100．0）
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（5 ）再任 に 関す る事項

　再任 に関す る事項 に つ い て 、こ こ で は再任

の 可否 と再任後 の 任期を と りあ げる。

　まず、再任 の 可否 につ い て で あ る。再任が

認め られな い 教員は 427 名 で あ り、こ れ は 全

教員 の 15．0％に あたる（表 13 を参照）。

　残 りの 85．0％は再任が可能 で あ り、そ の 大

半は 、無制 限に 再任可能で ある 。 再 任回数に

制限があ るもの は 2 割程度 である 。 なお、再

任審査 の 時期 を任期終了 の 1 年 ぐらい 前 と考

え る と、既に少 な くとも 767 件以上 の 再任審

査が行 われ て い る計算にな る。

表 13 ．設置 形 態 x 再 任の 可 否（教員データ） 括 弧 内は ％

国立 公立 私 立 　　　 合計

否 82（5．0） 8（47） 337（32．4）　 427（150）

1回可 321（197 ） 51（30．2） 5（05）　 377（133）

2回可 7（0．4） 0（0．0） 6（06）　　 13（05 ）

3回可 0（0．0） 0（0．0） 55（5．3）　 　 55（19）

4回可 0（00） 0（0．0） 6（0．6）　　 6（02 ）

5回可 0（00） 0（OO ） 44（42 ）　　 44（15）

可（制限なし） 1223（74，9） 110（651 ） 587（564 ） 1920 （676 ）

合計 1633（100、0） 169（100．0）1040（100、0）2842（1000 ）

　再任後の 任期 に つ い ては 、約 8 割の 教員に

再 任前 の 任期 と同 じ期問が 設定 され て い る

（表 14を参照）。 再任前 の 任期 と違 う期 間が

設 定 され て い るもの の うち、も っ とも多く設

定 されて い る の は 3 年で あ り、再任後 の 任期

は、基本的に は、最初の 任期 よ り短 く設定 さ

れる傾 向にある。し か し、再任 され る と定年

ま で の 任期 が設定 され るもの も若干存在 して

い る 。

表14 設置形 態 x 再 任後の任期（教 員データ）　　 括弧 内 は％

国 立 公 立 私立 合 計

再 任前 の

任．と同じ
1337（862 ） 95（590 ） 484（68、8） 1916（793 ）

1年 10（06） 0（0．0） 46（6．5） 56（23）

2年 51（3、3） 3（19） 71（101 ） 125（52）

3年 111（7．2） 7（43 ） 86（122 ） 204（84）

4年 2（0、1） 0（O．0） 1（01 ） 3（01 ）

5年 40（26） 12（75） 0（0．0） 52（22）

定 年 まで 0（0．0） 44 （27．3） 15（2．D59 （24 ）

合計 1551（10α0＞ 161（100．0） 703（1000 ）2415（1000 ）

※ここ で は、表 13で 再任否とされてい る427名を除く教員を母 集 団

としてい る。

　なお、再 任前 の 任期、再 任回数、再任後 の

任期か ら、最長年数を算 出 した 。 再任 さえ承

認 され れ ば定年 ま で 在職 で きる 教員 は 実 に

1920 名 （67．6 “

／。 ）に の ぼ る。なお こ の 計算に

は 、現在任期制 の 適用 を受 けて い る教員 の 年

齢は考慮 されて い な い た め、実質的には こ の

値 は さらに高 くなる も の と思 われ る。

5 ．任期制 導入 ・適用の 事例分析

　本節で は、任期制導入
・適 用 の 実際に っ い

て
、 総合大学 P の 事 例を検討する 。 P 大学は

全 国的にみ て も任期制導入 ・適用件数が多く 、

総合大学 で 多様な部局を抱 え て い るが ゆ えに

多様 な実態がみ られ る こ と が 予想 される。 さ

らに今回は任期制適用者 の プ ロ フ ィ
ー

ル デー

タ を得 る こ とが で き、どの よ うな経緯で任期

制 に参入 して き たか を追跡す る こ とが可能 で

ある。それ ゆ え P 大学 の 分析 は 、任期制の 実

態の
一

典型例 とし て位置づ け る こ とが で き、

さ らに
一

っ の 機関内の 多様性 を も検討す る こ

とが で き る。

（1 ）部局別任期制導入状況

　 P 大学は 、平成 12 年に教員 の任期制に 関す

る規定を設 け、「選択的任期制」 （任期制を導

入する メ リッ トが あ り、教育研 究 の 活 性化 に

繋が る部署 ・職種にお い て、選 択的に任期制

を導入 す る〉を導入 し て い る。以 後平成 15

年 5 月現在に至 るま で に 35 部局等 の 中で 、

15部局等 （42．9％）が任期制を導入 して い る 。

部局 の 分野別 に任期制の 導入状況をみ る と、

医歯薬保ee　80．0％、複合系 75．0％、理工農系

75．0％の 順で導入 率が高く、それ らに比 し て

人文社会系部局 の 導入 率は 33．3％、学内共 同

教育研究施設等 21．1％ と低 い （部局単位の 集

計〉。

（2 ）部局別 任期制適用状況

　任期制 を導入 して い る部局 に限定 し、教員

へ の 適用状況 をみて み る と、現在 416 人が任

期 制 の 適 用 を受 け て お り、こ れ は P 大学全教

員 の 24．9 ％を占め て い る。

　部局等の 専門分野別にみ て み る と、も っ と

も多い の が 医歯薬系 で あ っ た。医歯薬保健系
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が こ の よ うに 多い の は、平成 13 年、14 年に

全講座 ・部門 ・全診療科を対象 に任期制 を導

入 し、そ の 際現職教員 を も任期制の 対象 とし

たか らで あ る。なお 、現職教員 へ の 任期制適

用に際 し て 同意 しなか っ た教員がお り、こ れ

らは任期制 の適用外 とな っ た。これ ら教員が

退職 ・移動 等 した 後の ポ ス トに新規採用 され

た者 につ い て は、任期制が適用 され る 。

　医歯薬系以外で は新規採用者 に対 して任期

制 を適用 し て い る 。 そ の うち最 も多い の は理

工 系、次い で 人文社会系 、 学内共同教育研究

施設等、複合系 とな っ て い る。医歯薬系を除

くと、もともと教員の 流動性 の 高い 学内共 同

教育研究施設等 の 任期制実施率 （任期制対象

者数／現員数 X100 ）が高い こ とが わか る 。

　 こ の よ うに部局等の 専門分野別に任期制 の

適用 状況 をみ て み る と、 「任期制 の 適用 対 象

者」 とい う点に お い て 、P 大学では 医歯薬保

健系を中心 と した 「部局全体対象 ・現職適用

型」 と、その 他 の 分野にお け る 「部分的 ・新

規採用適用型」 の 2 つ の パ タ
ーン が確認で き

る。

表15 任期制適用者 ：部 局等 の 分野 別 集計

表16 職 階別 任 期制適用 状況

任期制　　 ％ 　　 任期 制

適用 者数 　 　 　 　 　 適 用率

　

授

授

教
師

手
計

教
助

講

助
合

102　　　　24．5％　　　　17，3％
63　　　　15．1％　　　　13．6％
39　　　　　9．4％　　　　34、8％

212 　　　 51．0％　　　42．1％
416　　　100．0％　　　　24、9％

（4 ）任期制の タイプ 別適用 状況

　任期制 の タイ プ別導入状況 をみ る と、「流動

型 」 が最 も多い
。

こ の ほ とん どは 医歯薬保健

系で あ る 。
「プ ロ ジ ェ ク ト型 1 は ごく僅か で適

用者数は 5 で ある 。
「研 究助手型 」に つ い て は

P 大学で は導入 され て い ない 。

表 17 任期制適用者数 ；任期制
の タイプ別

一

流動型

プロ ジェ クト型

研究助手型

合計

411　　98．8％
　 5　 　 1．2％
　 0　 　 0．0％

416　100．0％

適用者数　　％ 　　現員に 占
　　 　　 　　 　 め る割合

人文 社会
理 工 農

医歯 薬 保健

複合

学内共 同教育研 究施 設 等

合計

　 7　　　　　1．7％　　　　　6，3％
18　　　　　4．3％　　　　　4．2％

381　　　　91、6％　　　　93．8％
　 30 ．7％ 3」％

　 7　　　　　1，7％　　　　19，4％
416　　　100．0％　　　　24．9％

（3 ）職階別任期制適用状況

　職階別に 任期制 の 適用状況をみ て みる と、

全任期制適用者数 の うち、助手が 51．0％ と最

も多 く、次い で 教授 24．5％、助教授 15．1％、

講師 9．4％ とな っ て い る。職階 ご とに任期制

適用者の 占め る比 率を求め ると、助手 42．1％、

講師 34．8％、教授　17．3％、助教授 13．6％とな

っ て い る。こ の よ うに助手 の任期制適用 率が

もっ とも高 く、講師、教授 と続き、も っ とも

適用率の 低い の は助教授 で あ っ た。

（5 ）知見 の 整理

　以上 の 結果を整理す る と、  任期制 導入 部

局 は全体の 約 4 割。  任期制導入 率は全教員

の 約 4 分の 1 。 し か し部局等の 間 で の 導入
・

適用の 格差が激 しく、適用 され た教員 の ほ と

ん ど は 医歯薬系。  任期制 の 適用者 の タイプ

か らみ る と 「部局全体対 象 ・現職適用型」 と

「部分的 ・新規採用適用型」 が ある。P 大の

場合は医歯薬系 を中心 に前者が ほ とん ど。 

職階別 にみ る と助手 の 任期制適用率が最も高

く、助教授 の 任期制適用率が最 も低い 。  任

期制 の タイプ別 にみる と、「流動型」がほ とん

どで 「プ ロ ジ ェ ク ト型 」 は わずか、「研究助手

型」 は皆無で あ っ た。

（当日は 、任期 の期間、再任の 可否 、再任年

数な ど本稿で は触れ なか っ た分析 を紹介 し 、

さ らに任期制参入 者の プ ロ フ ィ
ー

ル を詳細 に

追跡す る こ とを通 じ 、 任期制 が 「誰に開か れ

て い るか 」 を検討す る）
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